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今回のテーマ：国外投資者の配当利益による直接投資に対する暫定的な源泉税非

徴収政策の範囲 

今般、外資による対中投資を奨励するために、国外投資者の配当利益による直接投資（配当金を

海外親会社へ送金せず、中国国内での再投資）に対する暫定的な源泉税非徴収政策が下記の

通り発表された。              ‹参照：財税〔2018〕102 号› 

主な内容 

一、 禁止類以外のプロジェクトへの投資者（非居住者企業）であること。 

二、同時に次の条件をすべて満たす場合、暫定的に源泉税を徴収しない。 

  （一）国外投資者が配当利益を直接投資する。国外投資者が配当利益により行う増資・新

設・持分買収等の権益性投資行為を含むが、上場会社の株式の新規増加・振替増加・買収は含

まない（条件に合致する戦略的投資を除く）。具体的には、次の通りである。 

  1. 中国国内居住者企業の資本金増資或いは資本積立金への振替増加 

  2. 中国国内における居住者企業への投資・新設 

  3. 非関連者から中国国内居住者企業の持分を買収 

  4. 財政部・税務総局が規定するその他の方式 

  国外投資者が上述の投資行為により投資する企業を、被投資企業と総称する。 

  （二）国外投資者が得た利益が、中国国内居住者企業が実際に投資者へ分配する、すでに実

現した留保利益により形成された配当、特別配当等の権益性投資収益に属する。 

  （三）国外投資者が直接投資に用いる利益を現金の形式で支払う場合、関連資金は利益配

当企業の口座から直接に投資先企業もしくは持分譲渡側の口座に振り替え、直接投資する前に国

内外におけるその他の口座に振り替えてはならない。国外投資者が直接投資に用いる利益を実物、

有価証券等非現金の形式で支払う場合、関連資産の所有権は直接に利益配当企業から投資先

企業もしくは持分譲渡側に移転し、直接投資する前にその他の企業、個人が代理で所持もしくは臨

時で所持してはならない。 



 

お見逃しなく 

 利益配当企業は適切な審査を経た後、国外投資者が本通達の規定に合致すると認識する場

合、暫定的に企業所得税法第 37条の規定に基づき源泉所得税を控除・納付せず、その主管

税務機関に備案する。 

 国外投資者が、本通達に規定する暫定的な源泉所得税不徴収政策を享受し、税務部門によ

る後続管理を経て規定の条件に合致しないことが確認された場合、利益配当企業の責任に属

する場合を除き、国外投資者が規定に基づき企業所得税を申告・納付していないと見なし、法

に基づき遅延納税の責任を追及し、税額遅延納付の起算を関連利益支払の日から計算する。 

 国外投資者が本通達の規定に基づき、暫定的な源泉所得税非徴収政策を享受できるが実際

には享受していない場合、実際に関連税額を納付した日から 3年以内に当該政策の遡及的享

受を申請することができ、納付した税額は還付される。 

 2018 年 1月 1日以降の配当金に対し適用される。 
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